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建設業 に お ける コ ン ピ ュ
ー タ管理 会計 シ ス テム

　　　　　　　個 別工 事情報シ ス テム を中心 に 一・

浮 田 萌男
＊

〈研 究要 旨〉

当社 の 管理会計面で の コ ン ピ ュ
ー

タ活 用 は
， 年間 二 千余 の 工 事 の 稼動す るな か で

  膨大 な個別工 事の 着工 時の 予算検討及 び 施 工 段階 に お け る 設計変更 （1亰価改善 を 目

　 　 的 と した VE 提案等）に 対 応 した 予算変更 シ ュ ミ レ
ー

シ ョ ン に よる最適原価の 設定

  個別工 事原価 に 設計部 門 費用 は 設計聡｝と して
， 又工 事収 入 ・支 出金管理 の 実績 ・予

　 　想 を もとに 計算 した資金利息 を管理 経費 と して算入 する こ とに より個別工 事を実質

　 　 損益 で 適正 に評価す る こ と

  原価 予算実績 計算 を迅速 に実施 する こ とを目的 と して い る．

又 情報の 高度化が 要求 され る現在 ， 人 ・物 ・金 ・情報等 に 関す る 諸 デ
ー

タ を
一

元的 に 共

有 し ， 企 業経営 に有用 な情報 デ
ー

タ をリア ル タイ ム に提供する こ とを狙 い とし ， そ の 実

現の ため に従来の処理 型シ ス テ ム か らデ
ー

タ活用型 シ ス テ ム へ 移行す る こ とを目指 して

戦 略的会計情報 シ ス テ ム の 再構築 を推進 中で ある．

〈キー
ワ

ー ド〉

。 　設計 部門 費用 の 個別 工事 原価 配賦

● 工 事収 入 ・支 出金 の 実績 予想 を基礎 に資金利 息の 管理 経費 として の 工 事原 価配賦

● 原価改善の た め の 設計変史に 迅速 に対応 し た 予算 シ ュ ミ レ
ー

シ ョ ン シ ス テ ム

● 　事業部評価制度 （社内資本金制 度，本支店 （事業部）社内振替制度，社 内利息制度）

1．　 は じめ に

　わが 国の 産業構造の 中に お い て 建設業 は
， 他産業 と い くっ か の 大 き く異 な る特性 を有 して

い る．第
一

に ， 生産 方式は 原則 と して建 築主 か ら の 注文 （受注 ）生 産で あ り， その 種類 は事務

所 ビ ル ，ホテ ル ，集合住 宅等多種 多様 で あ る。その 原価 計 算 は，個 別 原価 計算 が採 用 され て い

る．第二 に ， 生 産場所 は 生産 施設 を持た な い 屋 外生産で あ る た め ， 闇 辺 環境 ， 天 候等の 影響

を受 け易 く， 納期 （工 期 ）管 理が 重要 な ウ エ イ トを 占め て い る． また ， 生 産形 態 が ， 個別 的 ・

＊
株式会社 　竹中 丁務店　財務本 部長
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単発 的 で 反 復生 産 が 少 な い た め ， 生産 拠 点で あ る作業所 の 数 は 当社 で は 常 に 1
，
500 ヵ 所 を越

えて い る．第三 に ， 生 産手段 は ， 外部依存外注生 産型で あ り， 例 えば 請負金 50億円の 事務所

ビ ル に 関与する協力会社数 は ， 概ね IOO 社 を数 え ，
また

， 全 国で の 当社の 施工 に 従事す る 1

日 当た りの 協力会社 作業員数 は
， 約 4 万 人に も及 ぶ ．こ の 膨大な個 々 の 工 事の 企 画 ・設計 ・積

算 ・施工 ・ア フ タ
ー

ケ アの そ れぞ れ の プ ロ セス に お い て ， 原価管理 ， 資材 入 出庫 ・外注管理

をは じめ とする 諸活動 を管理 （計画 ・実施 ・
統制 ）す るた め に は コ ン ピュ

ータの 利 用 が必要 不

可欠で あ っ た．そ の 結果 ， 建設業 各社 は ， 総 じて コ ン ピ ュ
ータの 導入 と シ ス テ ム の 開 発 に積

極 的 で あ っ た．

　以 下 に 当社の コ ン ピ ュ
ー タを活用 した 管理会計 シ ス テ ム に つ い て 概説する．

2． 財 務会 計 と管理 会計

（1）生産 高の 把握 指 標

　建設業 に お け る生 産 高の 把握 指標 に は ， 完成 工事 高 と施工 高の 2種 類の 概 念 が ［図 1］あ る。

すなわ ち 「完 成工事高」 は財務会計 に基づ く概念で あ り， 例 えば ， N 年度の 完成 工事高は ，
　 N − 2

年受注の A 工 事 ，
N − 1年受注 の B 工 事 ，

　 N 年受注 の C 工事 の 完成 引渡工 事で 構成 され ，
　 N

年度 に決算 をす る売上 高 を示 す．
一

方 ，

「施工 高」 は管理 会 計 に基づ く概念で あ り， 期 間内の

プ ロ ジ ェ ク トの 出来高 （形 ）を示 す．即 ち，N 年度の 施工 高 は，　 N 年に稼働 中の A 工 事か らE

工 事 まで の N 年度 に お け る生産進捗状況 を示 し，工 事支出金 を基礎 に して 算出す る． よ っ て ，

施工 高 は月次計算が で き ， 併せ て N ＋ 1年度完成 工 事 高予 測 の 基礎 とな る． 当祉 で は ， 個 々

の プ ロ ジ ェ ク トに つ い て，期 間業 績把 握 の た めの 「完 成 べ 一ス 管理 」 と将 来業績把握 の ため

の 「施工 べ 一ス 管理 」 を コ ン ピ ュ
ータの 活用 に よ り

一
元 的に実施 して い る．

（2）個 別工 事評価 と事業部評価

　 当社の 組織 は ， 地域 独立 採算性 を確保す るた め ， 7 つ の 支店事業部 と ス タ ッ フ 部門 と して

の 本社機構 に大別 ， 構成 されて い る．事業部売上利益 は ， その 大半 を個別 工 事の 工事売上 利

益 （完 成工 事利益 ）を源泉と して い る．

　こ の 工 事売上 利益 をよ り適正 に 評価するため に
，

　  設計部門費用 は個別工 事原価 へ 所定料率に よ り設 計料 と して算入

　  工事収入 ・支 出管理 を基礎 に算出 した利息 （金利）は ， 金利意識の 向上 を狙 い として ，個

　　別 L事原価 へ 管理経 費 と して算入 等 を実施 して い る．

　また ， 事業部営業利益 を適正 に 評価 す るため に ，
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年度 N −2 N ．1 N N ＋ 1

受注 完成
〆／

〆

〆　　　
ノ

A 工 事

B 工 事

C 工 事

D 工 事

£ 工 事

L 黛灘 成工 鶉 一

驪

多　 多　 ・

2 、 易 ・

（管理会計）

N 年度
　 施工 高

図 1 完成工 事高 と 施工 高

  　支店事業規模 ， 設備投 資状況 に見合 っ た杜 内資本金 制度の 採用

  本支店 間 の 社 内振替 及 び社 内利 息制 度の 採 用等を実施 して い る．

3． 会計 シ ス テ ム の 開発 ス テ ッ プ

　当社 に お け る会計 シ ス テ ム の 開発 は ， 金 融緩 和 ， 建 設 需要の 増 大等経済環境 の 変化 ， 当社

の 事業規模の 拡 大 （作業所数 の 増加 ・工 事規 模の 大 型化 ・工 期 の 長期 化 等） を背景 に構築 し

て きた．

　即 ち ， シ ス テ ム の 開発 ス テ ッ プ は
，

　  　コ ン ピ ュ
ー

タ 導入初 期 段階で は ， 大量 単純 計算業務の 合 理 化 ， 省力化 を 目的 に ， 業務

　　処理 の 正 確性 ・迅速 性 を追及 し， 減価 償却計算 シ ス テ ム ・給与計算 シ ス テム 等が 開発 さ

　 　 れ た。

　  続 い て，管理 ニ ーズ が 多様化 ・ 高度化 す る とと もに
， シ ス テ ム 開発 の 中心 は ， 管理 （予

　　測 ・実績）情報の 充実 ・精度向上 を狙 い と した もの と な り， 現 在稼動 中で ある．

  近 年は ， 従来の 処理 型 シ ス テ ム か らデ ータ活用 型 ，
つ ま り総 合的 に経 営実態 を リアル

　　タイ ム に
一

元 的 に把 握 し， 予測 デ
ー タ との 連 動 に よる経 営意思 決定 の 最 適 化 に寄与す る

　　戦略 的新情報 シ ス テ ム の 再構築 を目指 して い る．
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図 2 工 事経理 情報 シ ス テ ム の 概要

4．　 工 事経 理 情報 シ ス テ ム 体 系

　当社 の 会計情報 シ ス テ ム は ， 勘定 処理 情報 シ ス テ ム と工 事経 理 隋報 シ ス テ ム に大 別 され る．

本稿 で は工 事経 理情報 シ ス テム に つ い て概 説 す る．

　工 事経理 1青報 シ ス テム は ， 工 事経理 シ ス テ ム と予想工 事 シ ス テ ム に分類 され る．前者 は，設

計
一

積算〜施工 の 各プ ロ セ ス に お け る 7種類の サ ブ シ ス テム ［図 2 ］で 構成 され て お り，個

別プ ロ ジ ェ ク トの 施工 進捗状況 ， 原価 ・損益 状況等の 実績及び 今後予測 に つ い て 計数的に 各

プ ロ セ ス の 管理 責任 者 に情報提供す る こ とを 目的 と した もの で あ る．工 事経理 情報 シ ス テム

の 基 幹 とな る設計経 理 シ ス テ ム
， プ ロ ジ ェ ク ト予算管理 シ ス テ ム

， プ ロ ジ ェ ク ト資金利 息管

理 シ ス テム の サ ブ シ ス テム に つ い て そ の 概要 を次に 説明 す る．

（1）　 設 計経理 シ ス テ ム

　当社 にお ける年間新 規計上 設計 プ ロ ジ ェ ク トは ，
3

，
000 件近 くあ り，それ ぞれ の プ ロ ジ ェ ク

トで 作成す る設計図 面 は数百枚 に も及び ， 意匠 ・構造 ・建築設計 等の 専門 家が 集団 とな っ て

係わ りあ っ て い る． こ の ような状況下 で 設計経理 シ ス テム は ， プ ロ ジ ェ ク ト毎の 設計作業の

進捗状 況 ， 設計 担 当者の 人件費 （工 数）を含 む 設計経費の 予算実績 ， 設計料原価配賦 ， 設計経

理 決算等の デ
ー タ をタイム リー に 提供するこ とを 目的と して 開発 され た．そ の 結果 ，

コ ス ト

意識が 希薄で あ る と指摘 され て い た設 計担 当者の 意識 に ，企業人 と して の 「 コ ス ト」 認識 が

定着 した こ とは ， 無形 の効果 と して特筆すべ きこ とで あ っ た．
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（2）　 プ ロ ジ ェ ク ト予 算管理 シ ス テ ム

　
「プ ロ ジ ェ ク ト予算管理 シ ス テ ム 」 の 狙 い は ， 工 事着工 か ら竣工 に 至 る 実施 原価の 指標 と

な る工事予算 を工 事整理科 目別 に編 成 し， 発生 原価 と の 予 算 実績差 異分析 をす るこ とに よ り，

早 い 段階 で の 最終原価把握 に 資す るこ と に ある．

　 よっ て ， 当 シ ス テ ム の デ
ータは受命 か ら着工 に 至 る段階 で の 「積算 ・ 見積 書作成 シ ス テ ム 」

と共 有 して お り， 見積原価 を分 解 し， 発注 先別の 工 事予 算 とす るこ とが で きる．見積原価分

解 に は ， 約 10
，
000 件の デ

ー
タ （メ

ー
カ

ー
， 価格等）が 必要で あ り，

しか もこ の データ は
， 地域

特性 ， 設計 グ レ
ー ド等 をタ イム リ

ー
に反 映 した もの で な けれ ば ならず ， 実施 された購買デ

ー

タ に よ り常に 更新 され るこ とが 重要で あ る．当シ ス テ ム は ， 当社の 管理 上 の ニ
ーズ に応 え る

と と もに ， 工事着工 時 の 予 算検討 ， 施工 段階 に お け る設計 変更 に対 応 した予 算変更の シ ュ ミ

レ ー シ ョ ン が タイム リ
ー

に で きる こ と に な り， 建築主の 意思 決定 に資す る こ と もで きる． ま

た ， 当シ ス テム に よる工 事予算の 編成は ， 50億 円程度 のプ ロ ジ ェ ク トで も約 2 日間 と迅速な

た め ，施工 計画段階 で プ ロ ジ ェ ク ト原価改 善 （VE 等〉の 提 案が 行 なわれ，そ れが また 施工

計画に反映 され る とい っ た最適原価 の 設 定に貢献 して い る．

　 こ こ で 作成 され た工 事予算 は ， 次 工程 の 「プ ロ ジ ェ ク ト資金 利 息、管理 シ ス テ ム 」 に連 動 し

て お り， 当シ ス テ ム は個 別原価管理 の 根幹 とな るシ ス テ ム と い える．

（3）　 プ ロ ジ ェ ク ト資金利息管理 シ ス テ ム

　建設会社 は ， 工 事施 工 に係わ る専門家 で あ る と同時 に ， プ ロ ジ ェ ク ト建 設資金 に 関連 して

金融機能等を要請 され る こ と も多 く，
ゼ ネ コ ン （GeneraJ　Constructor）と言われ る所以 で も

ある．

　 すなわ ち ， 建 設業各 社の 経常利益額 は ， 売上 高比概 ね 4 ％程 度で あ り， 売上 計上 まで の 施

工期 間 の 長 さを勘 案 す る と極 め て低水 準 で あ る．そ う した状 況下で プ ロ ジ ェ ク ト損益 管理 L ，

金融 コ ス トを含 め たプ ロ ジ ェ ク ト業績評 価 を行 うこ とが 重要 とな り， プ ロ ジ ェ ク ト粗利 益 に

プ ロ ジ ェ ク ト資金利息 を加減 した実質利益 で 管理 して い る． しか し， 金利 は ， 会計処理 手続 き

上 ， 原価 算 入 がで きない 現 状 で は ， 管理経 費 と して の 取 り扱 い に よる対 応 が 急務 とな り，

「プ

ロ ジ ェ ク ト資金利 息管理 シ ス テ ム 」 を開発す る と こ ろ とな っ た ．

　
「プ ロ ジ ェ ク ト資金利 息管理 シ ス テ ム 」 の 狙 い は ， 資金 コ ス トを加味 した最終 実質原価見

通 しを提供 し ， 実質的な原価改善活動に 資する こ とに ある．プ ロ ジ ェ ク ト単位 で ， 毎月実績

と して 実現 した資金 利息 （請負金入 金 ， 協 力会社 へ の 支払金） と今後 の 予想デ
ー

タ （入 金予

想 ， 支払 金予 想） に よる未実現 の 資金 利 息 を コ ン ピ ュ
ータ に よ り算 出 ， 最 終 実質原価 見 通 し

が提 供 され る．各プ ロ ジ ェ ク ト担 当者は，提供 され た資金利 息の 状 況 を勘 案 し，工 事収 支の

改善， すな わち，実質原価 改善活動 に取 り組 む こ と が で き るこ と とな る．

99

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会 計学 第 1 巻第 1 号

管　理 　会　計

日　常　管　理

入

力

デ

1

タ

＊任意検索 （オンラインデ
ータ処理）管理デ

ー
タ

・外部情報
・金融機関取引デ

ータ

・
関連会社取引情報

・実績・
予想データ

・入出金デ
ー

タ

・予想工 事情報
・
設計経理情報
・工事経理情報
・プロ ジェ ク ト管理情報
・人事情報

＊ 決算報告資料
・
貸借対照表

・損益計算書

・勘定管理デ
ー

タ

・
関連会杜取引実績データ

・資金収支実績・
予想データ

・プロ ジェ ク ト損益予想デ
ー

タ

・経営計画デ
ータ

・資金計画データ

・設備計画デ
ー

タ

・人事計画デ
ー

タ

決 算

月

次

　

年

次

管

理

財　務　会　計

図 3 戦略情報 会計シ ス テ ム

　営業折 衝段 階 に お け る工事 費受領条件の 設定 と その 後の 回収の 促進 ， 工 事期間 中に お け る

計画的な協力会社へ の 発注 と支払 い に取 り組み ， 資金 の 重要性 に つ い て の 意識 向上 に大 い に

貢献 して い る．

5．　 おわ りに

　経済社会の 拡大 ， 発展 に伴 い
， 企業が 取 り扱 う情報は ， 高度化

・
多様化 し， 量 的 に も膨大

とな っ て きて い る．会計情報 に つ い て も同様 で あ り， 高度 な情報管理 と迅 速な処理 が 必要 で ，

総合的に 情報 処理 を実施 し
， 有効に 活用 す る こ とが 重要に な っ て きて い る． 当社 に お い て も

この 様 な視 点か ら全分 野を
一

元的に 支援す る情報 シ ス テ ム の 開発 を推進 して い る．従来の 会

計情報シ ス テム は ， 月次会計処 理 と 日次処理業務 とをオ ン ライ ン 入 力に よ り一体化 し， リア

ル タイ ム に工 事， 営業 ， 会計 情報等の 把握 を可 能 に した もの で ある． しか し， 経営者 の 真の

ニ ーズ か らす る と， 必 ず しも十分 で な く， サ ブ シ ス テム 問の 連携 に つ い て も
一

層 の 充実が 求

め られて い る．

　会計 情報 は ， 全部門 ・分 野 に網羅的 に係 わ っ て お り， その デ ータは経営意思 決定の 最 適化
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建設業 に お け る コ ン ピ ュ
ータ管 理会 計 シ ス テム

に 寄与す る と と もに ， 全店共通 の 定型 ・定 常業務か ら各部門の 非定型 ・非定常業務 まで の範

囲に つ い て ， 利 用 者 自身が 必要 とする情報 を リア ル タ イム
， か つ 自由に 取 り出せ る会計情報

シ ス テ ム の 構 築が 必 要 と な っ て い る．当社 で は こ う した 方向 を戦 略 的会 計情報 シ ス テ ム と位

置 付 け， 外 部情報 実績 ・ 予 想 デ
ータ等をイ ン プ ッ トデ

ータ と して ， 本支店間の ネ ッ トワ
ー

ク を通 じ全 店共通の 人事，営業 ， 設計 ， 生 産等の 基幹情報デ ー タベ ース を構築 した い と考 え

て い る． こ の 共有 して い る デ
ー

タ ベ ース を任意 に利用 する こ とに よ り， 管理 会計上 の必 要な

デー タを リアル タ イム に 出力す る こ とが 出来 る こ と を狙 い と して 開 発 を進 め て い る．す なわ

ち今後 ，
コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン ネ ッ トワ

ー
ク の 整備 に重点 を置 き， 近 い 将 来に従来 の 処理 型 か

らデ
ー

タの 活用型 へ 移行す る こ とを目指 して い る．
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  TAKENAKA  COMPUTERIZED  MANAGERIAL
ACCOUNTING  SYSTEM  IN  THE  CONSTRUCTION

                       INDUSTRY

Tamio Ukita'

                          ABSTRACT

  Currently Takenaka  has its original  computerized  accounting  system  which

controls  over  two  thousands  of  construction  projects in pregress, Flrem the

viewpoint  of  managerial  accpunting,  this system  has the following objectives:

(D Project budget calculation  system

  [[b decide the most  reasonable  cost  by the budget planning  simulation  whch

  is applied  to the individual projects (as VE  activity),  when  we  estimate  the

  project budget at  the phase  ef  planning  and  change  the  budget during the

   constTuction  phase because of  the various  reasQns.

@  The  allocation  of  interest cost  and  rnanagemant  fee

   [[b properly evaluate  the individual projects by  recognizing  their respective

  profits, the  interest cost  shall  be alloeated  as  management  cost  based on

   the cash  fiow per project, In addition,  the costs  of  our  design department

   shall  be also  allecated  as  management  fee.

@  Project budget to actual  cost  control

   [[b calculate  this object  quickly,

  On  the  other  hand, we  are  now  redeveloping  a  new  stratagic  cemputerized

accounting  information  system  - by which  Qur  system  will  be  converted  from

the data-processing type  into the data-utilizing type.

  New  system  is expected  to construct  high-value added  data-base combin-

ing the data of  personnel, material,  finance and  any  other  information, and

to make  these data available  on  a  real  time  base for the effective  corporate

managemallt.

KEYWORDS

The  Allocation of  Managemant  Flee to the  Project,
The  Allocation of  Interest Cost to the Project,

Project Budget  Calculation System,
Division Assessment System
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